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１ 指針の目的と位置付け 

 

1.1 指針の目的 

 

 本指針は「浜松市公共施設等総合管理計画」に基づき、市が保有する公共建築物

（＝タテモノ資産）の改修を計画的に実施することで、建築物の長寿命化を図り、長

期的な財政負担の軽減・平準化と市民への安全で快適な建築物の提供を目的とします。 

 

1.2 指針の位置付け 

 

本指針は、「浜松市公共施設等総合管理計画」のタテモノ資産の予防保全と長寿命

化の具体的な取組みと、施設所管課で作成する用途別・施設毎の改修計画の方向性を

示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浜松市公共施設等総合管理計画  

① 現状把握、全般的な考え方 

② タテモノ資産・インフラ資産別の具体的な取組み 

《タテモノ資産》 《インフラ資産》 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

等 

浜松市公営住宅等長寿命化計画 

浜松市公共建築物長寿命化指針  

① 基本方針 

② 長寿命化の推進に向けた取組み 

③ タテモノ資産の長寿命化の流れ 

事業別計画（各個別修繕計画等） 

浜松市小中学校施設整備適正化方針・同整備計画 

浜松市総合計画 基本構想 

図 1.2.1 関連イメージ図 

インフラ長寿命化計画 

浜松市道路橋長寿命化計画 

浜松市道路トンネル長寿命化計画 

浜松市公共建築物長寿命化計画（一般施設） 

浜松市道路施設管理基本方針 

浜松市水道事業アセットマネ

ジメント計画 

浜松市総合計画 基本計画 

浜松市下水道事業アセットマ

ネジメント計画 
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1.3 指針の対象 

 

本指針は、「浜松市公共施設等総合管理計画」のタテモノ資産を対象に長寿命化の

考え方を示すものです。 

施設の整備方針は、「庁舎」や「集会施設」など施設の使用方法や用途により異な

ります。また、規模や構造により整備の考え方が異なるため、長寿命化の取り組み

は以下の長寿命化施設分類に基づき、それぞれの担当課が実施することとします。 
 

区

分 
施設分類 

施設数及び 

延床面積 
長寿命化の取組み 担当課 

「
浜
松
市
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
の
タ
テ
モ
ノ
資
産 

Ａ 学校 
142 施設 

94.3 万㎡ 

「浜松市小中学校施設整備適正化 

方針・同整備計画」に基づき計画的

に保全 

教育施設課 

Ｂ 市営住宅 
80 施設 

37.4 万㎡ 

「浜松市公営住宅等長寿命化計画」

に基づき計画的に保全 
住宅課 

Ｃ 特定施設 

・企業会計、特別会計の施設 

・10,000 ㎡を超える大規模施設 

・区分所有の施設 ・文化財 

・清掃施設 

・学習等供用施設 

・既に保全計画等がある施設 など 

77 施設 

64.8 万㎡ 

 

施設所管課が作成する個別計画に基

づき計画的に保全 

 

施設所管課 

Ｄ 一般施設 

 （Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ以外） 

・庁舎、協働センター、図書館、 

スポーツ施設、幼稚園 など 

325 施設 

53.7 万㎡ 

「浜松市公共建築物長寿命化計画

（一般施設）」に基づき計画的に保全 
公共建築課 

Ｅ その他施設（小規模施設など） 

・各棟 200 ㎡以下の施設 

・統廃合、廃止計画等のある施設 

・書庫倉庫、消防分団、 

放課後児童会、公衆トイレ、 

四阿、自転車等駐車場 など 

602 施設 

9.2 万㎡ 
事後保全により対応 施設所管課 

計 
1,226 施設 

259.4 万㎡ 
  

※施設数及び延床面積は令和 6年 4 月 1日時点    

【参考】施設分類別延床面積 

   
 

 

 

※インフラ資産の建築物（ポンプ場など）は、本指針の基本方針を準拠し、施設所管課が

作成する個別計画に基づき計画的に保全を行います。 

表 1.3.1 施設分類別の長寿命化の取組み 

36.4% 14.4% 25.0% 20.7% 3.5%

1 B 市営住宅

E その他施設

D 一般施設A 学校 C 特定施設
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1.4 現状と課題 

 

 本市では、人口増加や高度経済成長、平成 17年 7 月の 12 市町村合併等の社会的・ 

経済的な変化により多くの建築物を所有しています。 

このうち、一般的に老朽化の目安といわれる築 40 年を経過している建築物（「浜松

市公共施設等総合管理計画」のタテモノ資産）の割合が、令和 6 年時点の約 48％か

ら令和 16年には約 71％に達します。 

「浜松市公共施設等総合管理計画」では、タテモノ資産すべてを保有し続けた場合

の改修更新経費は、今後50年間で約１兆７千億円 １年あたり340億円と試算され、

現在の財政規模では施設の改修更新経費は明らかに不足します。 

また 1970 年～90 年にかけて整備された建物が一斉に老朽化を迎えるため、効率的

に整備する必要が生じます。 
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R6 約48%

R16 約71%

 

図 1.4.1 タテモノ資産築年数（用途別） 
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２ 基本方針 

 

 2.1 基本方針 

 

 方針１ 建築物の目標使用年数を設定し、中長期的な視点から計画的な改修を実施

します。 

 

 方針２  建築物に不都合が生じた後に改修を行う「事後保全」から異常の兆候を事前

に把握・予測して計画的に改修を行う「予防保全」への転換を図ります。 

 

 方針３ 全庁的に一時期への集中が懸念される改修経費の軽減と平準化を図ります。 

 

 

 

 2.2 目標使用年数 【方針１】 

 

①  建築物の目標使用年数 

原則として「目標使用年数は、80 年とします。」 

 

  建築物の使用年数には限界があり、その限界は、物理的劣化により構造躯体など

がそれ以上使用できなくなる時期、あるいは社会的・技術的情勢により建築物が持つ

機能や要求された性能が満たせなくなる時期と考えられます。 

  目標使用年数を設定することにより、中長期的な視点で長寿命計画を作成すること

が可能となります。また、建築物に何らかの不具合が発生した場合は、残りの使用年

数に応じた適切な改修方法を選択することで、無駄な経費を削減し、ライフサイクル

コストの低減につなげます。 

  目標使用年数の実現のためには、適切な点検の実施、改修実績や劣化状況を踏まえ

た更新周期のもと適切な予防保全・長寿命化が必要となります。 

また、目標使用年数を 80 年とすることで、建替･改修周期が長くなることから、財

政負担の軽減が期待できます。「浜松市公共施設等総合管理計画」における試算では、

目標使用年数を 60 年から 80 年に延ばすことで財政負担が約 25％削減されると示さ

れています。既存建築物の中には簡易な構造で建築されているものもあり、使用状況

や構造種別によっては、継続使用するための費用が大きくなり、80 年を目指すこと

が現実的でないものもあります。この場合は、ライフサイクルコストなどを比較し、

目標使用年数を検討します。 
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② 目標使用年数の根拠 

 

  目標使用年数は、「建築物の耐久計画に関する考え方」（（社）日本建築学会）（以下

「耐久計画の考え方」）の目標耐用年数の定め方を参考にします。また平成 21 年度に

実施した「鉄筋コンクリート造耐用年数調査結果」も併せて参考としています。 

  本市が保有する建築物は、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造

がほとんどを占めており、「耐久計画の考え方」の目標耐用年数を基準に目標使用年

数を定めています。 

  目標耐用年数は、鉄筋コンクリート造では、躯体コンクリートの中性化の進行に関

わる要因によります。「鉄筋コンクリート造耐用年数調査結果」では、中性化等の調

査により、80年を上回る想定耐用年数の結果を得ており、50年～80 年の幅の最大値

80 年の採用は過大ではないと考えられます。また、鉄骨造や木造では部材の腐食の

進行を点検により早期に発見し、必要な対策を施すことで 80 年が可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.1 建築全体の望ましい目標耐用年数の級 

表 2.2.2 目標耐用年数の級の区分の例 

※Y。60：目標耐用年数の級を示す記号。目標耐用年数の級が Y。60 の場合、その代表値、範囲及び下限値は

表 2.2.2 に示すとおり。 
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2.3 予防保全の取組み 【方針２】 

 

  建築物を長期的に活用するには、これまでの対症療法的な「事後保全」から、故

障や不具合を未然に防ぐ「予防保全」に転換する必要があります。予防保全によって

施設利用者の安全を確保するとともに、行政の機能停止を回避することが可能になり

ます。 

  予防保全を推進するためには、故障や不具合の兆候を早期に発見することが重要で

す。施設管理者は「保全ガイドブック」（公共建築課作成）を参考に、日常点検や定

期点検（法定点検、一般点検）を適切に実施し、施設の状況を把握しておく必要があ

ります。 

 

 

 

 

  
整備区分 

保 
全 

維持保全 公共施設建設時の機能や性能を維持するもの 

 予防保全 施設に不都合が生じる前に予め、改修などを行い、機能や
性能を維持するもの 

事後保全 施設に不都合が生じた後に改修などを行い、機能や性能を
回復・維持するもの 

改良保全 時代や環境の変化に伴う公共施設の陳腐化やニーズの変
化に対応させるために、改修などにより施設の機能や性能
を変えるもの 

 

＜保全の考え方＞ 
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 2.4 必要水準の確保 

 

  建築物の性能劣化は、新築後すぐに始まります。適切な時期に維持保全（予防保全、

事後保全）を行い、劣化した性能を新築時のレベルまで回復させることが大切です。 

また、大規模改修では、社会情勢の変化や市民ニーズの多様化に伴う要求性能レベ

ルを目指した改良保全を併せて実施することにより、施設に必要なサービス水準を確

保し、良質なストック形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

施設を 80 年間使用するためには、構造躯体が健全であることが必要です。構造躯

体は経年により、物理的な劣化が進行します。そのため、80 年間の使用を目指し、

大規模改修を実施する場合には、構造躯体の劣化状況の調査を確認し、残存耐用年数

を想定することが大切です。残存耐用年数によって、改修レベルを決定します。 

 

 

 

 

図 2.4.1 
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 2.5 長寿命化による事業費平準化 【方針３】 

 

  保有する建築物を安全・安心な状態で市民サービスに供するには、適正な維持管

理と計画的な改修が必要不可欠となります。 

  一方、財政的な制約を考えると、維持管理費や改修・更新経費の総額抑制と、今後、

一時期への集中が懸念される改修・更新経費の平準化が重要となります。 

  本指針では、目標使用年数を 80 年とすることで、計画的な予防保全の推進による

事業費の効率化と建替･改修周期の繰り延べによる財政負担の平準化を図ります。 

 

 

2.6 長寿命化すべき施設の検討 

 

本市の保有する施設を全て長寿命化するのは資産経営の面からも非効率であるこ

とは明らかであり、真に必要な施設のみ長寿命化を図ります。長寿命化する施設を絞

り込むことで財政コストの縮減と円滑な事業進捗が達成されます。 

計画的な予防保全を行う際には、施設所管課と資産経営部門（アセットマネジメン

ト推進課等）、公共建築部門（公共建築課等）が連携して施設の将来的な展望を検討

し、長寿命化による施設の維持が本当に必要かどうか、他施設との統廃合・複合化等

で対応できないか等の検討・評価を行います。 

また、長寿命化する施設を絞り込んだ上で、「浜松市公共施設等総合管理計画」や

施設カルテに基づく施設の位置付け、施工の緊急度等の視点を踏まえ、資産経営部門

と公共建築部門では、施工の手法や内容、スケジューリング（優先順位づけ等）を検

討します。 
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３ 長寿命化の推進に向けた取組み 

 

 3.1 予防保全と改良保全 

 

  本指針では、計画的な予防保全を実施することで、施設の長寿命化を目指します。

予防保全では、対象部位の更新周期を目安に必要な改修を実施します。 

  また、改良保全を伴う大規模改修は、目標使用年数の中間となる概ね 40 年を目安

に予防保全の改修に加えて、施設の機能や性能の向上を図る改修を図ります。 

 改良保全の計画は、社会情勢の変化や市民ニーズの多様化による要求性能レベルを確

定するために、各施設所管課と資産経営部門、公共建築部門での検討が不可欠となり

ます。 

  

 3.2 小規模改修と大規模改修 

 

 予防保全の改修には、建築後概ね 20 年、60 年を目途に実施する小規模改修と、概

ね 40 年を目途に実施する大規模改修に分類できます。予防保全の実施には、小規模

改修、大規模改修ごとに改修対象部位を分け計画的に進めることが必要です。 

  また、改良保全を伴う大規模改修には、各施設所管課と資産経営部門、公共建築部

門で改修内容を検討する必要があります。 

 

計画的な予防保全の実施のためには、施設の築年数や部位の更新周期だけでなく、

対象部位の劣化状況や改修履歴、施設の重要度、今後の必要性等から優先順位付けを

行い、計画的に改修を進めます。 

工事内容や考え方は原則的なものであり、指針に基づき作成する施設毎あるいは施

設分類毎の長寿命化計画により施設の実態等を踏まえて定めます。 

工事内容 保全分類 考え方 

小規模改修 

 

 

予防保全 

 

 

 

 

・概ね 20 年を目途に改修又は更新 

・部位の更新周期を目途に改修又は更新 

・建築物の寿命や機能維持に大きく影響する部位を優先的に改修

又は更新 

大規模改修 ・概ね 40年を目途に改修又は更新 

・長寿命化のため建築物が存続する全期間において一回実施 

・劣化した機能や性能を新築時レベルまで回復 

改良保全 

 

 

 

・時代や環境等の変化にともなう施設の陳腐化やニーズの変化に

対応するために、機能や性能レベルの向上の改修を行う。 

（施設所管課と資産経営部門、公共建築部門で計画を検討） 

【例】 用途変更、機能向上多機能化、既存不適格の改修 等 

表 3.2.1 工事種別と保全分類の考え方 
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  部位 更新周期 小規模改修 大規模改修 

建築 屋根（屋上防水） 20～30 ○ ○ 

外壁（シーリング含む） 20～80 ○ ○ 

内装（壁、床、天井 等） 40 ― ○ 

建具（内部・外部） 40 ― ○ 

家具 40 ― ○ 

電気 受変電設備 25～30 △ ○ 

発電設備 30 △ ○ 

盤類 25 △ ○ 

照明器具 20 △ ○ 

非常照明・誘導灯 20 ○ ○ 

電話設備 20 △ ○ 

映像・音響設備 20 △ ○ 

拡声設備 20 △ ○ 

自動火災報知・非常放送設備 20 ○ ○ 

避雷設備 30 △ ○ 

配線類 30 △ ○ 

空調 熱源設備 15～30 △ ○ 

ファンコイルユニット 20 △ ○ 

空気調和機（エアハンドリングユニット） 20 △ ○ 

空調機（エアコン） 15 △ ○ 

ポンプ類 20 △ ○ 

換気設備 20 △ ○ 

自動制御・中央監視装置 15 △ ○ 

配管ダクト類 15～30 △ ○ 

衛生 

消火 

タンク類 20～30 △ ○ 

ポンプ類 15～20 △ ○ 

給湯器 10～15 △ ○ 

衛生器具類 15～30 △ ○ 

消火設備 30 ○ ○ 

浄化槽 30 △ ○ 

配管類 15～30 △ ○ 

昇降機 エレベーター、エスカレーター 30 △ ○ 

○：適用   △：劣化状況、部位の重要性に応じ適用  ―：適用外 

表 3.3.2 部位別工事 
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 3.3 関係課の連携 

 

  円滑な建築物の長寿命化には関係課の連携が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.1 関係課の連携イメージ図 

資産経営部門 

（アセットマネジメント推進課等）

施設所管課 

公共建築部門（公共建築課等） 

施設の状況把握 

必要な施設点検の実施 

短期修繕計画の作成 

中長期保全計画の作成 

施設点検報告 

施設パトロール 

保全相談 

計画作成支援 

長寿命化事業の実施 

改良保全の支援 

（設計・工事監理等） 

 

総合調整・支援 

施設カルテ管理 

 

施設利用状況等 

運用管理情報 

民活･統廃合検討 

長寿命化対象施設 

施設カルテ 

中長期保全計画 

保全情報 

公営住宅等長寿命化計画 

学校施設長寿命化計画 

事業別計画（各施設個別計画） 

公共建築物長寿命化計画 

一般施設 

公共建築物長寿命化指針 公共施設等総合管理計画 
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４ タテモノ資産の長寿命化の流れ 

 

 4.1 長寿命化工事の実施主体 

 

P2「表 1.3.1 施設分類別の長寿命化の取組み」に基づき、施設分類毎の担当課が長寿

命化工事を実施します。 

 

4.2 実施時期 

 

築後 20、60 年を目安に小規模改修、築後 40年を目安に大規模改修を実施します。 

ただし、施設分類別の計画を策定した場合は、当該計画の実施時期を優先します。 

※令和６年４月時点で築後 40、60 年を経過している施設は早急に検討します。 

  ※80 年使用が困難な構造（木造・軽量鉄骨造）については、別途検討します。 

 

4.3 長寿命化工事実施の流れ 

 

真に長寿命化が必要な施設を見極めて長寿命化工事を進めるためには多角的な検討が

必要です。このため、大規模な長寿命化工事の実施前には、施設所管課等は「浜松市公

共施設等総合管理計画」で示される施設の見直し方針を踏まえた施設のあり方の検討、

同種施設の統廃合や他施設との複合化等による効率的な施設整備を検討し、重要なもの

は資産経営推進会議において協議することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.1 長寿命化工事の流れ 

施設のあり方検討

存続 存続
（事後保全）

40年後も存続 40年後は不確定
例）建築後60年経過
（残存寿命20年）

統合予定
需要減少等

劣化調査

比較検討
・方針決定 整備方針やLCCを検討

し、大規模改修のコスト
メリットがなければ他の

手法を検討する

・改修、更新のLCC等比較
・統廃合複合化の検討
・資産経営推進会議にて協議・報告

大規模改修設計

大規模改修工事

大規模改修 移転建替、統廃合・複合化、
非保有手法 等

事後保全による
適正管理

N年=築後40年（目安）

N-2年

N-3年

N-4年

関係課（所・公）

関係課（所・公）

所：施設所管課 ア：アセットマネジメント推進課
公：公共建築課

関係課（所・ア・公）

関係課（所・ア・公）

関係課（所・ア・公）
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 4.4 予防保全による事業費削減 

 

  「浜松市公共施設等総合管理計画」では、タテモノ資産を新設から 20 年目と 60 年目

年目で小規模改修、40年目で大規模改修、80 年で施設更新を行うと仮定した場合、改修・

更新経費は、今後 50 年間で 1兆 2,553 億円、1 年当たり 251 億円と試算しています。 

  長寿命化により改修・更新経費は、今後 50年で 4,446 億円、1年当たり 89億円の削減

が図られます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.4.1 新設から 60 年、80 年別に必要となる建替・改修費の効果額 

1兆6,999億円
(340億/年)

1兆2,553億円
(251億円/年)

60年建替え 80年建替え

・財源確保
・施設の見直し等

300

200

施設の
長寿命化

現投資額
160億/年
(5年平均)

100

0

効果額
89億/年
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【 改訂履歴 】 
 
平成 31 年４月 1 日 改訂 

令和 ４年４月 1 日 改訂 
令和 ７年４月 1 日 改訂 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

浜松市中央区元城町 103 番地の 2 

  浜松市 財務部 アセットマネジメント推進課 

℡ 053（457）2533 

  浜松市 財務部 公共建築課 

℡ 053（457）2461 


